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『熊本地震における下水道管路被災の特徴と対策』の概要

・１．平成28年熊本地震の地震特性
1.1 震源と震度分布
1.2 地震動の特性

・２．下水道管路施設の被災概況
2.1 被災状況整理・分析方針
2.2 整理・分析結果

・３．原因分析と対策
3.1 埋戻し土の液状化対策
3.2 推進工法区間の被災

・４．まとめ

2.2.1 団体別被災状況
2.2.2 管種別被災状況
2.2.3 布設年度別被災状況
2.2.4 管径被災状況
2.2.5 土被り/施工方法別被災状況
2.2.6 被災パターン
2.2.7 地盤特性と被災の関係

■とりまとめの背景・目的
平成28年熊本地震において下水道施設が被災。下水道管路施設の被災延長は約86㎞に及び、市民生

活にも大きな影響。被災状況を整理・分析し、得られた知見等を熊本地震の復旧工事や全国の地震対策
に役立てることを目的。

震災後に国総研が実施した現地調査やヒアリングの結果及び災害査定資料等に基づく被災傾向の分析
結果を集約。被災した管路の被災状況を、管種、布設年度、管径、土被り、被災パターン、地盤、耐震
化工法等毎に整理した上で、下記の被災の特徴及び対策をとりまとめた。
・平成 16 年以前の布設管路で高い被災率。
・砕石による埋め戻しは、地下水位以浅まで砕石で埋め戻しを実施した路線で高い耐震効果を発揮。
・山砂埋め戻し（締固め度90％程度以上）で耐震効果を確実に得るには、性能規定及び施工管理が重要。
・推進工法の被災は、管口付近のクラック等で、マンホールと管きょ、埋戻し土と周辺地山の地震動の

応答の違いが原因と推定。継ぎ手部やマンホールの液状化対策が必要。

とりまとめの構成

とりまとめの主なポイント
国土技術政策総合研究所 下水道研究室の

ホームページで公開中

http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/index.htm

参考資料1



1

国土技術政策総合研究所 下水道研究室の
ホームページで公開中

■下水道管路被害データベースとは

データ蓄積 データ一元化

国土技術政策総合研究所

下水道管路施設
地震被害情報
データベース

下水道管路地震被害データベース

・1993年～2016年に発生した震度6以上（1３地震）の地震を対象に、下水道管路施設の
被害情報（約７千スパン）を整理。

・地震情報（震度･マグニチュード･SI）、地盤情報（地盤種別･微地形区分）、下水道情報
（土被り･管種･管径･マンホール種別等）、被害情報（被害状況･程度）をスパン毎に整理

平成27年3月公開の『下水道管路地震被害データベース』に、

熊本地震の被災情報約2千スパンを追加・公開しました！

・DBを活用し被害傾向分析を実施。分析結果は、優
先度評価における被害確率に反映可能。

・下水道事業継続計画（BCP）策定や、大学・民間
研究者の地震研究の基礎資料として活用可能。

■活用事例

http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/zishin_db.html
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